
ＪＲ東海は４月25日、リニアの建設主体となり得る新会社「ボルティモア・ワシン

トン高速鉄道」（ＢＷＲＲ）を設立したと新聞は報じました。設立したのは、ＪＲ東

海がロビー活動を委託している「ザ・ノースイースト・マグレブ社」（ＴＮＥＭ）で、

休眠状態となっている鉄道会社からの営業権を移すために、メリーランド州政府に申

請したというものです。ＪＲ東海関係者によると、認可される公算が大きいと見てい

ます（『中日新聞』Web）。

ＴＮＥＭトーケル・パターソン社長は、米国国防省国防長官室日本上級部長、国家

安全保障会議日韓部長、大統領特別補佐官（アジア担当）で、2005年から2009年まで

レイセオンというミサイル防衛のＰＡＣ３などを製造している会社の国際部門の社長

をしていた人物です。2013年11月15日、ＴＮＥＭ社幹部が来日した際、安倍首相は「日

米同盟は日本外交の基軸であり、超電導リニアの導入プロジェクトを日米協力の象徴

としたい」と述べています。葛西名誉会長会の主張と同じです。

安倍首相は、すでにリニア技術の無償提供と総額約１兆円の建設費用（ボルティモ

ア～ワシントン間）の半額相

当（約5,000億円）を国際協力

銀行を通じて融資する意向を

示しています。この資金は勿

論、血税です。日米同盟のた

めに貴重な税金が使われるの

です。

ＪＲ東海労は、日米両国の

リニア建設に反対です。直ち

にリニアの撤退を求めます。
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